
1/29🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

機密1

日本自動車部品工業会(部工会)の
カーボンニュートラル(CN)への取組

（一社）日本自動車部品工業会

カーボンニュートラル部会

Ⅰ. 部工会の概要

Ⅱ. 自動車部品産業の実態・特徴

Ⅲ. 自動車産業を取り巻くCNの動向

Ⅳ. 部工会のCNへの取組



2/29🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

Ⅰ. 部工会の概要
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名称
一般社団法人 日本自動車部品工業会

（会長：茅本隆司 日本発条株式会社取締役会長）

目的
自動車部品産業を取り巻く諸課題に取り組み、日本の自動車部品工業の発展

を図り、我が国経済の発展と国民生活向上に寄与する

会員

企業数

440社（2024年5月31日現在）

うち正会員：自動車部品メーカー 421社

うち賛助会員：自動車部品販売者等 19社

沿革

1938年 全国自動車部品工業組合連合会

1948年 自動車部品工業会（任意団体）

1969年 社団法人日本自動車部品工業会

2011年 一般社団法人日本自動車部品工業会

自動車部品産業を取り巻く環境は、環境問題、情報化、グローバル化といった問題から構造

変化への対応等、課題が山積する中で、会員会社と共に総力をあげてこれらの問題に前向

きに取り組み、クルマ社会の発展に繋げていく。

■. 部工会の概要
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Ⅱ. 自動車部品産業の実態・特徴
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1. 自動車部品産業の位置付け ①国内

自動車全体

56.4兆円

（86.7万人）

・自動車産業は全製造業出荷額の17.1％を占める極めて大きな産業

・部品産業の出荷額は61.6％、従業員数は76.8％を占め、自動車産業のものづくり、新たな価値創造に貢献

全製造業

330兆円

(771万人)

自動車

56.4兆円(17.1%)

86.7万人(11.2%)

鉄鋼

非鉄金属

金属製品

その他
一般機器

電気機器

化学

部品

34.8兆円(61.6％)      

66.6万人(76.8％)

＜自動車部品産業位置づけ＞

自動車(含二輪)    

20.8兆円 (37.0％)

17.9万人 (20.6%)

（出所：経済産業省「2022年経済構造実態調査」）
(注)  「ばね製造業」、「ﾀｲﾔ・ﾁｭｰﾌﾞ製造業」、「自動車用ｶﾞﾗｽ製造業」、「ﾎﾞﾙﾄ、ﾅｯﾄ､ねじ等製造業」、「蓄電池製造業」、

「内燃機関電装品製造業」等が上記統計には含まれていない

車体

0.8兆円(1.4％)

2.2万人(2.6%)

＜自動車産業位置づけ＞
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1. 自動車部品産業の位置付け ②海外

・自動車部品産業は、自動車の海外展開とともに海外生産を拡大

・部工会会員の2021年度の海外売上は国内以上にまで達しており、海外での自動車のものづくりにも大きく貢献

海外

22.5兆円

(55.7％)

（出所：日本自動車部品工業会「2021年度海外事業概況調査」）

国内外合計

40.4兆円国内

17.8兆円

(74.2％)

海外

6.2兆円

(25.8％)

【2010年度】 【2021年度】

地域・国 構成比

アセアン 20％

中国 27%

インド 7%

北米 33%

欧米 8%

南米 2%

その他 2%

国内

17.9兆円

(44.3％)
国内外合計

24.0兆円

※海外売上構成
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2. 自動車部品産業の特徴 ①重層かつ裾野の広さ

・自動車産業は、重層かつ裾野の広い産業で構築され、密接なサプライチェーン(SC)を築いており、その波及効果

は非常に大きい
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2. 自動車部品産業の特徴 ②多様な製品群と電動化の影響

・多様な製品群がある中で、CNへの対応により多くの領域が影響を受け、電動化に対応した事業転換と内燃機

関関連領域の効率化の両面での対応が求められる

自動車部品 出荷額(億円) 構成比率

1 エンジン部品 25,294 14.1%

2
電装品・電子部品
(エンジン関係)

25,634 14.3%

3
電装品・電子部品
(車体関係)

27,756 15.5%

4
駆動・伝導・
操縦装置部品

38,537 21.5%

5 懸架・制動装置部品 8,017 4.5%

6 車体部品 39,895 22.3%

7 用品 2,665 1.5%

8 情報関連部品 5,644 3.2%

9
電動車両用部品
(HV/FCV/EV)

5,519 3.1%

合計 178,962 100.0%

（出所：日本自動車部品工業会「2021年度出荷動向調査」）

＜自動車部品の品目別出荷額＞

エンジン部品

14.1%

電装品・電子部品

（エンジン関係）

14.3%

駆動・伝導・

操縦装置部品

21.5%

電装品・電子部品

(車体関係)

15.5%

懸架・

制動装置部品

車体部品

用品

情報関連

部品

電動化の影響が大きい領域

〈内燃機関関連:65.5％〉電動車両用

部品
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2. 自動車部品産業の特徴 ③多くの中小企業

・中小企業が事業所数９割超を占め、雇用4割強を創出し、製造品出荷額は2割以上

・中小企業は国内事業依存が高く、国内の自動車産業が縮小すると、多くの中小企業に甚大な影響がある

＜中小規模の企業のインパクト＞ ＜会員企業のグローバル展開状況＞

中小企業

6,647(94.3%)大企業

404(5.7%)

大企業

39.4万人(59.2%)

【従業員数】

【事業所数】

中小企業

27.2万人(40.8%)

（出所：経済産業省「2022年経済構造実態調査」、日本自動車部品工業会「2021年度海外事業概況調査」）

海外拠点あり

277社(63.8%)

海外拠点なし

157社(36.2%)

大企業

31社(19.7%)

中小企業

126社(80.3%)

【製造品出荷額】
中小企業

7.9兆円(22.7%)

大企業

26.9兆円(77.3%)
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Ⅲ. 自動車産業を取り巻くCNの動向
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1. 各国の内燃機関車販売規制

・各国は、内燃機関車の販売規制政策を相次いで発表。特に欧州が先行実施する見込み

2025 2030 2035 2040

日本

米国

欧

州

EU

独

英

仏

中国

インド

新車販売を電動車(HEV含む)へ転換◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆

◆ カルフォルニア州でガソリン車の新車販売禁止
新車の50％以上を電

気自動車(目標)

内燃機関車販売を禁止

内燃機関車販売を禁止

内燃機関車販売を禁止

内燃機関車販売を禁止

新車販売を環境対応車〈目処〉

(NEV50％/HEV50％)

新車販売の40％をBEV化

（出所：PwCコンサルティング合同会社資料を元に作成）
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2. 主要OEMの動向

・各OEMは、2050年までのCN達成を相次いで表明

（出所：住商アビーム自動車総合研究所資料を元に作成）

~2025 ~2030 ~2035 ~2040 2040~

2030年世界電動車販売

800万台、内ZEV200万台

⇒EV350万台に上方修正

2035年迄に

自社工場

CO2ゼロ達成

2050年環境チャレンジ2050

LCAにてCN達成

2023年度迄に

電動化車を年間

100万台以上販売

2026年度ZEV・HEV

新車販売比率:日55,

欧75,中40,米25%

2030年に自社工場

のCO2排出量

対19年度比▲41％

2050年迄に車のライフサイクル

におけるCN達成を目標

2030年 ZEV 欧40,

中40,米40,日20％

⇒EV200万台超を発表

2035年 ZEV

欧80、中80、

米80、日80％

2040年世界中の

新車販売を全て

EVまたはFCEVに

2050年全ての製品と企業活動

を通じてCNを目指す

2023年

PPE-PF

投入

2025-6年

次世代PF

SSP投入

2030年迄にグループの

CO2排出を2018年比

40％減（LCA）

2050年、グループ全体での

気候ニュートラルを目指す

2023年迄に

BEV13モデル

を新車投入

2025年迄に

BEV累計販売

200万台

2030年迄にBEV販売比率50%

2030年迄にグループのCO2排出を

2019年比20％減（LCA）

2050年迄にバリューチェーン

全体でCNを達成

2025年迄に世界

でBEV30モデルを

提供

2035年迄に

新車販売の

全量をZEVに

2040年迄に世界で全ての製品、

オペレーションを通じてCNを達成

2040年迄に世界主要

市場における新車販売

を約100％EV化
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3. 自動車産業のカーボンニュートラル

・カーボンニュートラルには、全ての段階で発生するCO2を対象とする必要がある

〔Life-Cycle Assessment , Well to Wheel〕

（出所：日本自動車工業会）

車両⾛⾏

Tank to Wheel

車両製造部品製造材料
廃棄

現状の燃費規制

LCA(Life-Cycle Assessment)

燃料製造

Well to Tank

×POINT
＜電⼒＞
再エネ発電で
CO2大幅低減

カーボンニュートラルが求められる範囲

EV車

電気

Well to Wheel



14/29🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

4. 自動車部品産業のカーボンニュートラル

・自動車部品産業にとって、以下の３点のカーボンニュートラルが必要

③製品分野のCN対応

 (電動化関連製品で
お客様・ユーザーに貢献)

①自社のCN対応

(製造工程・工場のCN化、
オフィスの省エネ、物流等)

②SCのCN対応

 (川上の事業者に
おけるCN化)
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Ⅳ. 部工会のCNへの取組
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日本の自動車産業の根幹を揺るがす重要な課題であるCNの推進にあたり、

・部工会主要4委員会と連携し、各委員会に役割に応じたCN活動を促す・協⼒して推進する等、横断的機能を発揮する

・自動車5団体での連携活動において、会員企業の要望を反映するとともに、積極的に協力し業界の一員として貢献する

カーボンニュートラル(CN)部会
設立：2021年4月

部会長：横尾英博（㈱デンソー経営役員）

副部会長：4名(主要4委員長企業)

全メンバー企業：37社

自動車５団体

自工会、部工会、車工会、自機工、自販連

部工会主要4委員会

横断的に連携

連携活動を推進

総務委員会

総合技術委員会

国際委員会

中小企業施策委員会

自工会：日本自動車工業会

車工会：日本自動車車体工業会

自機工：日本自動車機械器具工業会

自販連：日本自動車販売協会連合会

※自動車5団体（部工会以外）

1. 部工会の推進体制
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2. 部工会のCN活動方針
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(1)方針

政府の「2030年排出削減目標」「2035年グリーン成長戦略」「2050年カーボンニュートラル」の

達成に向け、自動車業界の一員として全力でチャレンジする

(2)重視するポイント

国際競争力の強化：公平な国際競争⼒環境の整備

SCのものづくり力維持：製造・開発・設備投資等のSC全体での取組み支援

国内の生産・雇用確保：内燃機関関連領域等、自動車産業の構造変革への対応

(3)活動概要

会員企業の課題・ニーズ把握、課題への対応・有益な情報提供、関係団体と連携した対策推

進、政府への各種要請等の活動を企画・推進していく

※21年4月 国交省・経産省共同主催「カーボンニュートラルに向けた自動車政策検討会」にて表明
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3. 部工会のCN活動方向性

＜CNアンケート(‘21/6)調査結果（結論）＞

CN推進の基盤的活動
①実態調査・課題抽出

②目標・⾏動指針

③人材・社内体制整備

部工会外との連携活動
自工会・他団体等 CN推進の具体的活動

①自社のCN化(Scope1,2)

②SCのCN化(Scope3)

③製品のCN化(新事業創出・事業転換)

＜部工会の活動方向性＞

区分 アンケートで課題・要望として挙げられた観点

CN推進の基盤的活動
①課題抽出（CNアンケート調査等による実態把握・掘下げ）
②目標・行動指針（目指す目標、アクションプランの明確化）
③人材・社内体制整備（推進者の設定・実践的知識向上、体制の構築）

CN推進の具体的活動
④自社のCN化（Scope1,2の取り組み）
⑤サプライチェーン(SC)のCN化（Scope3の取り組み）
⑥製品のCN化（電動化進⾏に伴う事業創出・転換への支援)

対政府の活動
省庁への個別要請、パブコメ 等

CNアンケートで会員の実態や要望を把握しつつ、活動方向性を策定
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4. 目標達成に向けたロードマップ

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

＜部工会目標＞

2050年CN達成に向けた中間として、会員企業や仕入先への支援活動を進め、

「2030年度CO2排出量 2013年度比46％以上削減」の達成を目指す！

＜目標達成に向けたロードマップ＞

【21-23年度】 準備・支援3ヶ年 ⇒ 【24-26年度】 実行3ヶ年 ⇒ 【27-29年度】 成果創出3ヶ年

【21-23年度】 【24-26年度】 【27～29年度】

成果創出を
加速させる

これまでの
活動による
成果を刈取る

全体的・網羅的に準備・支援活動を推進

・各種CN支援ツール、有益情報の展開

・中小企業の課題抽出・対応

・業界統一のCO2算定ルール構築

・CNに伴うコストアップの方向性策定

・電動化進⾏に関する各種対応 等

個々で見ると課題あり＜主な課題(23年度末)＞

①各種CNツール、有益情報(Scope3,国際動向等)を周知・浸透させ、必要な情報展開を目処付け

②業界統一CO2算定ルールの構築完了、サプライチェーン(SC)全体への浸透、国際ルールとの整合取得

③CNに伴うコストアップについて、「価格転嫁」に向けた取り組みの具現化・前進

④電動化進⾏に伴う対応について、企業連携・結合に関する法整備、スタートアップ活用進め方モデルの構築

現場・数値に拘る活動を進め実行に繋げる

・課題:政府・自工会と連携しつつ対応

・現場:CN窓口との連携強化、

企業への現場支援等

・数値:24年度数値目標設定、

達成に拘った活動促進等
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5. 24年度活動計画

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

区分 カテゴリー 24年度活動計画（青字:重点活動関連） 役割分担

部工会外との

連携活動
〇部工会外との連携

●各種団体・組織との交流推進

・JEITA・電池工業会、素形材団体等の他団体との交流・情報交換
CN部会

●三重県との連携活動の推進

・CO2削減支援実証事業、みえCN実現等研究会等を連携し推進
CN部会

CN推進の

基盤的活動

①課題抽出

●CNアンケート調査の展開

・アンケート展開〈24/4〉、回収〈24/5〉→集約結果報告〈24/6〉
CN部会

●自社の立ち位置・レベル感の見える化

・自社の立ち位置・レベル感がわかるモノサシを検討・展開
CN部会

●中小企業が抱える課題をより広く・深く把握

・各支部CN窓口者との意見交換会 〈各支部年3回程度〉

各支部

中小企業施策(委)

②目標・⾏動指針

●目標・アクションプラン(AP)展開、課題への対応

・目標・AP展開〈24/6〉、回収〈24/7〉→集約結果報告〈24/8〉
CN部会

●定量的・具体的な単年度目標の設定・展開

・全社で目指す24年度CO2排出量年間削減目標を設定
CN部会

③人材・社内体制整備

●CN窓口の登録促進、コミュニケーション向上

・「CN窓口通信」「オンライン交流会」「何でも相談室」の実施・定着
CN部会

●トップ(特に中小企業)へのCN必要性の情報発信

・発信方法の検討〈24/7〉、情報発信〈24/9〉
CN部会

●カーボンプライシング(ICP含む)に関するセミナー開催

・開催方法・内容の検討、セミナー実施〈24/8〉

総合技術(委)

CN部会

●国際ルール動向の展開内容拡充

・23年度展開内容に対して拡充(例:地域拡充、内容拡充 等)
国際(委)
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5. 24年度活動計画

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

区分 カテゴリー 24年度活動計画（青字:重点活動関連） 役割分担

CN推進の

具体的活動

④自社のCN化

●省エネ対策事例の集約・展開

・省エネ対策事例募集〈24/8〉、結果報告〈25/3〉
総合技術(委)

●「これで実践CN活動リスト」の浸透・拡充 総合技術(委)

●会員間の現地CN支援

・被支援企業を訪問支援、先進企業に集めての現場勉強会等を実施
CN部会

●CN化に伴うコストアップへの対応(政府・自工会と連携)

・価格転嫁を認める風土作りに向けた業界全体へのメッセージ発信

・顧客に訴求する上での目安(ガイドライン)の作成・展開

CN部会

総務(委)

⑤SCのCN化

●「これで実践CN活動リスト【対仕入先】」の浸透・拡充 総務(委)

●Scope3進め方の展開内容拡充

・23年度展開内容に対して拡充(例:カテゴリ別算出方法 等)
総合技術(委)

●業界統一CO2算定ルール構築、国際ルール化(政府・自工会と連携)

・統一ルール・展開ツール・認証取得を完了

・部工会内、SC(部工会外の仕入先も検討)への浸透活動推進

・国際ルール化に向け、WP29の議論を牽引するシナリオ作成・実践

総合技術(委)

総務(委)

CN部会

⑥製品のCN化(電動化)

に伴う新事業創出・事

業転換

●新事業創出・事業転換事例集の浸透・拡充 CN部会

●事業創出の検討進め方モデルの作成

・スタートアップ企業等とのマッチングによる事業創出の進め方モデルを検討

CN部会

(OI研究会)

対政府の

活動
○政府への働きかけ

●政府と連携すべきテーマを定め、課題解決・要請活動を推進

・独禁法上の環境整備・運用改善、CNコストアップ対応、国際ルール整合等
の観点から連携活動を検討・推進

CN部会

総合技術(委)
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6. 各種CN支援ツール：一覧

各種CN支援ツールを部工会HP(一般ページ)に掲載していますので、ぜひご活用下さい

CN支援ツール 概要 URL

これで実践CN活動リスト
会員企業がCNをどのように進めればよいか

をまとめた進め方集

https://www.japia.or.jp/

CNkatsudolistippan/

これで実践CN活動リスト【対仕入先】
会員企業の仕入先に対する活動・支援を

まとめた進め方集

https://www.japia.or.jp/

CNlisttaishiiresakiippan/

簡易見える化算出表
投資不要で簡易的に細分化した単位で見

える化できる帳票

https://www.japia.or.jp/

CNmierukaippan/

設備別省エネ活動方法表
使い手の立場に立った設備別の省エネ活

動方法一覧表

https://www.japia.or.jp/

CNsetsubibetsuippan/

新事業創出・事業転換事例集
会員企業以外の自動車部品関連企業の

活動事例集

https://www.japia.or.jp/

CNjigyoujireishuippan/

CN推進にあたっての体制・役割モデル
CNに向け段階的に構築すべき体制・役割

がわかる内容

https://www.japia.or.jp/

CNkisochishikiippan/

自己診断シート
自社のCN活動レベル・立ち位置がわかる

ツール

https://www.japia.or.jp/

CNjikoshindanippan/

https://www.japia.or.jp/CNkatsudolistippan/
https://www.japia.or.jp/CNkatsudolistippan/
https://www.japia.or.jp/CNlisttaishiiresakiippan/
https://www.japia.or.jp/CNlisttaishiiresakiippan/
https://www.japia.or.jp/CNmierukaippan/
https://www.japia.or.jp/CNmierukaippan/
https://www.japia.or.jp/CNsetsubibetsuippan/
https://www.japia.or.jp/CNsetsubibetsuippan/
https://www.japia.or.jp/CNjigyoujireishuippan/
https://www.japia.or.jp/CNjigyoujireishuippan/
https://www.japia.or.jp/CNkisochishikiippan/
https://www.japia.or.jp/CNkisochishikiippan/
https://www.japia.or.jp/CNjikoshindanippan/
https://www.japia.or.jp/CNjikoshindanippan/
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6. 各種CN支援ツール：「これで実践CN活動リスト」

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

●CN活動の進め方がわかる参考書のようなツール

https://www.japia.or.jp/CNkatsudolistippan/

ここが

ポイント

●P・D・C・A毎に活動を分類しています！

●フローチャートで問題をチェックしながら進められます！

●困った時のQ&Aが充実しています！

https://www.japia.or.jp/CNkatsudolistippan/
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6. 各種CN支援ツール：「これで実践CN活動リスト【対仕入先】」

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

●CNに関する仕入先への標準的な活動・支援モデル集

ここが

ポイント

●推進すべきステップⅠ～Ⅲを明確化しました！

●想定される活動を網羅的に整理しています！

●そのまま使える帳票を多数掲載しています！

https://www.japia.or.jp/CNlisttaishiiresakiippan/

https://www.japia.or.jp/CNlisttaishiiresakiippan/
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6. 各種CN支援ツール：「簡易見える化算出表」

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

https://www.japia.or.jp/CNmierukaippan/

「CO2排出量の見える化(実測)について、工場単位以上の細かな単位までは、投資が必要でできない」との声あり

⇒投資不要で、簡易的・概算的に細分化した単位で見える化できる帳票を作成

ここがポイント

●把握可能な単位(工場等)の

総エネルギー消費量を、それに

紐づく設備毎の消費量で按分

●上記設備毎の消費量は、概算

値として、取扱説明書等に記載

のエネルギー消費量を活用

https://www.japia.or.jp/CNmierukaippan/
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6. 各種CN支援ツール：「設備別省エネ活動方法表」

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

「加熱炉や洗浄機、切削加工機等、エネルギー(CO2)を多く出す設備の省エネに苦慮する」との声あり

⇒使い手の立場に立って省エネの進め方がわかる帳票を作成（計13設備）

ここがポイント

●投資判断や難易度、保有する

設備の種類を織込む等、使い

手の立場に立ち、検討・活動の

進めやすさを追求して作成

●設備の種類に応じて、活動の

チェック表的な活用が可能

https://www.japia.or.jp/CNsetsubibetsuippan/

https://www.japia.or.jp/CNsetsubibetsuippan/
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6. 各種CN支援ツール：「新事業創出・事業転換事例集」

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

●内燃機関部品を扱う企業を中心に、電動化進行に伴いマイナス影響を受ける企業が、新事業

創出や事業転換等を検討する一助となるように作成

●経産省「ミカタプロジェクト」の事業再構築補助金の活用事例として、地域経産局や中小企業庁

のHPから自動車部品関連を抜粋（計26事例）

https://www.japia.or.jp/CNjigyoujireishuippan/

https://www.japia.or.jp/CNjigyoujireishuippan/
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6. 各種CN支援ツール：「CN推進にあたっての役割・体制モデル」

🄫Japan Auto Parts industries Association (JAPIA) All Rights Reserved.

●先進企業の事例等を参考に、CNに向けた活動毎の体制・役割を明確化して「モデル」として作成

https://www.japia.or.jp/CNkisochishikiippan/

https://www.japia.or.jp/CNkisochishikiippan/
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●自社のCN活動レベル・立ち位置がわかるツール

https://www.japia.or.jp/CNjikoshindanippan/

ここが

ポイント

●CNに必要な活動13項目について、5段階評価(標準「3」)できます！

●自動的にレーダーチャート化され、強み・弱みが見える化されます！

【自己診断シート】 【レーダーチャート】

0

1

2

3

4

5

必要性の理解

CN活動組織・社内体制

CN活動企画アクション…

人材育成…

エネルギー見える化…

エネルギー細分化…

削減手段支援１…削減手段支援２…

CO2の傾向管理月度…

「改善ポイント見える…

課題抽出省エネ診断

CN補助金計画支援補…

中期プラン支援事例紹介

No. 項目 質問 自己のレベル

回答欄
1 （CNが会社方針にあがってない）活動方針・実施計画について議論する場がない

2 社長、役員、環境担当部署で会社方針を策定に向け議論している

3 会社方針があり、環境、調達、開発、製造部署が協力して実施計画立案に向け議論している

4 活動方針・実施計画が、全部署（各責任者 → 全従業員）へ展開されている

5 上記に加え、適時、主要顧客（OEM）の動向や要求について情報のアップデートができて発信、各部署の責任者まで情報共有している

回答欄
1 省エネや節電を議論する場がなく、何もされていない

2 全社で省エネ、節電を推進管理する統括部署はないが、工場・職場が独自に活動を進めている

3 環境部門が工場・職場と省エネ・節電をすすめる体制が作られている

4 会社全体の責任者が経営課題と認識し、経営企画部門、調達部門、開発部門などの社内機能と連携しCN活動ができる体制が作られている

5 ４に加え社内外に、自社のCN取組みを適切にPRしたり、補助金活用などの情報を含む間接的な支援ができる体制が作られている

回答欄
1 アクションプランを作成していない

2 アクションプランを作成していないが、CN目標値と達成時期を設定している

3 CNへの具体的な活動アイテム毎の実施時期、効果をリスト化し、アクションプランを作成している

4 具体的なアイテム毎に分担が明確化され進捗管理されている

5 状況に応じて定期的にアクションプランを見直ししている

回答欄
1 人材育成を実施していない

2 人材育成を実施しているが､力量の評価基準が不明確

3 力量の評価基準と教育対象者を明確化し人材育成を実施している

4 上記に加え､力量向上の目標設定をしている

5 上記に加え､教育体系と要領書を作成し定期的に見直し運用している

回答欄
1 製品ごとのCO2排出量の算定手法がない

2 事業所全体のエネルギー使用量から算定出来ている

3 建屋単位のエネルギー使用量から算定出来ている

4 工程/設備単位のエネルギー使用量から算定出来ている

5 製品単位(実測)から算定出来ている

回答欄
1 できていない

2 事務所/工場単位

3 フロア/建屋単位

4 工程/ライン単位（主要な工程／製造ラインがすべて測定できる）

5 設備単位（ボトルネックの工程に対して設備単位の計測ができている）

回答欄
1 削減効果が算定できていない

2 実績値に加えて削減手段、アイテムの充足が100％未満

3 実績値に加えて削減手段、アイテムの充足がほぼ100％積上げられている

4 実績値に加えて削減手段、アイテムの充足が100％超過して積上げられている

5 実績値に加えて削減手段、アイテムの充足が100％超過してあり、実施の優先順位、予算化のメド付けもできている

0 必要性の理解 会社としてCNの取組みが必要であることを理解していますか

1 CN活動組織・社内体制 CN活動をするための組織・社内体制が整備されていますか

2 CN活動企画アクションプラン作成状況 CN活動のためのアクションプランを作成していますか

3
人材育成

省エネ教育
省エネ活動に向け人材育成を実施していますか

4
エネルギー見える化

エネルギー計量体制

製品ごとのCO2排出量の算定手法はありますか？

(モデルライン等を代表して回答可)

5
エネルギー細分化

(工程別、時間帯など)

どの粒度までエネルギー使用量(≒CO2排出量)の実測が可能

ですか？

6
削減手段支援１

削減事例集

自社の省エネ目標に対して、削減手段・アイテムは充足していま

すか？

6. 各種CN支援ツール： 「自己診断シート」

https://www.japia.or.jp/CNjikoshindanippan/
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